
グループホーム・ケアホームの整備推進についてグループホーム・ケアホームの整備推進について

１．グループホーム・ケアホームの実施に当たる敷金・礼金の助成

（１）事業内容
アパートや一般住宅等を借り上げてグループホーム・ケアホームを実施するに

当たり、借上に伴う初度経費（敷金・礼金）の助成を行う。
（２）実施主体 都道府県
（３）補助単価 入居者１人あたり１３３千円以内
（４）補助割合 定額（１０／１０）
（５）実施年度 １８年度～２０年度
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２．グループホーム・ケアホーム整備費の助成

（１）事業内容
ア グループホーム・ケアホームの新設に要する整備費の助成を行う。
イ グループホーム・ケアホームを実施するアパート等においてバリアフリー化等に要する

改修費の助成を行う。
（２）実施主体 都道府県・指定都市・中核市
（３）補助単価 ア １共同生活住居あたり２０，０００千円以内

イ １共同生活住居あたり ６，０００千円以内
（４）補助割合 １／２（都道府県(市)１／４、法人１／４）
（５）実施年度 ２０年度～
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障害者自立支援法の抜本的な見直しに向
けた緊急措置（平成２０年度～）
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